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＜留意事項＞ 

 

・高等教育の修学支援新制度による授業料減免を申請する際は、併せて高等教育の修学支援新制度に

よる給付奨学金にも申請すること。免除書類（本書類）の交付を受ける際に、「給付奨学金案内（水

色）」の交付も受けること。 

・後期分の申請については別途お知らせします。 

・黒ボールペン（フリクションなど消せるボールペンは不可）で記入すること。 

・申請書類に不備・不足等がある場合は受付できません。 

・未提出者への書類提出の催促はいたしません。提出期限までに申請書類が提出されなかった場合

は、申請がなかったものとみなします。提出期限後は、受付できません。 

・事実と異なる虚偽の申請を行った場合は、免除取り消しとなります。 

・ご不明な点等ありましたら、学生課学生係（TEL：0986-47-1135／1136／1137）までお問い合わせ

ください。  

令和２年４月から、本科４・５年生及び専攻科生を対象として高等教育の修学

支援新制度（文部科学省：授業料減免／日本学生支援機構：給付奨学金）が開始

されました。 

これに伴い、本科４・５年生、専攻科生が授業料の免除を希望する場合は、こ

の新制度の給付奨学金の他、新制度の授業料減免（下記１）に申請する必要があ

ります。 

更に、専攻科生の場合、新制度の授業料減免（全額）に採用されない場合の申

請者本人の不利益を回避・軽減するため、新制度の給付奨学金及び授業料減免の

他に、高専機構の授業料免除（経済的理由による場合）（下記２）にも申請してい

ただきます。 

また、高専機構の授業料免除（災害等・その他特別な事由）（下記３）に該当す

る場合は、学生課学生係にお問い合わせください（全学生対象）。 
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Ⅰ 授業料免除申請について 
 

１ 高等教育の修学支援新制度による授業料等の減免 

 令和２年４月から、高等教育の修学支援新制度がスタートしました。認定要件を満たす学生は、支

援区分に応じて、授業料等減免と給付奨学金による経済的支援を受けることができます。支援を受け

るには、本人からの申請が必要です。授業料等減免は学校へ、給付型奨学金は日本学生支援機構へ申

請してください。 

○対  象：４，５年生及び専攻科生 

○認定要件： 

（１）国籍・在留資格等に関する要件 

   － 日本国籍を有する者、法定特別永住者等 

（２）大学等に進学するまでの期間等に関する要件 

   － 高等学校等（高専３年次修了含む）を初めて卒業した年度の翌年度の末日から、大学

等（４年次進級含む）に入学した日までの期間が２年を経過していない者等 

（３）学業成績等に関する基準 

   ○４年生（編入生含む） 

    次のいずれかに該当すること 

    ・ 高校等（高専１～３年次）における評定平均値が３．５以上もしくはそれに準ずる

成績であること、又は、入学試験の成績が上位２分の１以上であること 

    ・ 高校卒業程度認定試験の合格者であること 

    ・ 将来、社会で自立し、活躍する目標を持って学修する意欲を有していることが、学

修計画書等により確認できること 

   ○５年生、専攻科生 

    次のいずれかに該当すること 

    ・ＧＰＡ等が在学する学科等における上位２分の１の範囲に属すること 

    ・修得した単位数が標準単位数以上であり、かつ、将来、社会で自立し、活躍する目標

を持って学修する意欲を有していることが、学修計画書により確認できること 

（４）家計の経済状況に関する基準 

   ○収入基準 

【算式】市町村民税の所得割の課税標準額×６％－（調整控除の額＋税額調整額） 
    ※政令指定都市に市民税を納税している場合は、（調整控除の額＋税額調整額）に 3/4 を乗じた額 

区分 減免額算定基準額 減免額 

第Ⅰ区分 100 円未満 満額（上限の範囲内） 

第Ⅱ区分 100 円以上～25，600 円未満 第Ⅰ区分の減免額の 2/3 

第Ⅲ区分 25,600 円以上～51,300 円未満 第Ⅰ区分の減免額の 1/3 

     ○資産基準 

      学生及び生計維持者（２人）の資産額の合計が 2,000 万円未満（生計維持者が１人のと

きは 1,250 万円未満）であること 
      ※資産とは、現金やこれに準ずるもの（投資用資産として保有する金・銀等、預貯金、有価証券の合計

額を指し、土地等の不動産は含まない） 

 

２ 経過措置による国立高等専門学校機構における授業料免除申請を行える者 

・経済的理由による場合【対象：専攻科生】 

経済的理由によって授業料の納付が困難※1であり，かつ，学業優秀※2と認められる者 

○対  象：専攻科の学生で以下のいずれかに該当する学生 

・新制度による授業料等の減免の対象外となる学生 

・新制度による減免認定額と従来の免除制度による免除額に差額が生じる学生 

 

３ 国立高等専門学校機構における授業料免除申請を行える者 

（１）災害等による場合【対象：１年以上】 

 

次の①又は②に該当する特別な事情により，授業料の納付が著しく困難であると認められる者 

① 授業料の各期の納付期限前６月以内（新入学生に対する入学した日の属する期分の免除に
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係る場合は，入学前１年以内）において，学資負担者が死亡した場合又は学生若しくは学資負

担者が風水害等の災害を受けた場合 

② ①に準ずる場合であり，かつ，校長が相当と認める事由がある場合 

 

（２）授業料免除におけるその他特別な事由の場合【対象：１年以上（一部学年指定）】 

次の①～④に該当する事情があり，かつ経済的に授業料の納付が困難※1であると認められる者 

① 授業料の各期の納付期限前６月以内において，学資負担者の失職等により著しい家計の急

変があった場合 

② 在学した期間を超える等，就学支援金の受給資格のない学科３年生以下の学生であり，かつ，

学業優秀と認められる者 

③ 就学支援金の受給資格対象となる学科３年生以下の学生のうち，課税証明書が発行されな

い等の理由により，当該制度による加算が認められない又は申請できない者で，かつ，学業優

秀と認められる者 

④ その他授業料を免除することが相当と認められる事由がある場合 
 

※１ 「経済的理由によって授業料の納付が困難」とは，別途定めるところにより，その者の属する世帯の一年間の総所得金

額が一定基準以下となる場合をいいます。ただし，長期療養者がいる世帯，身体障害者がいる世帯など家計の支出が多額

となる特別の事情がある者については，特例が認められ，基準が緩和されます。 

※２ 「学業優秀」とは，一年次，専攻科一年次及び編入学生については，中学校在学時の成績（専攻科及び編入学生は，直

前に在籍していた学校）又は入試成績が入学者の上位２／３以上であること，あるいはそれと同等と認められること。ま

た，二年次以上については，各校が定める標準単位数を修得し，かつ，成績が上位２／３以上であること，あるいはそれ

と同等と認められることです。ただし，母子・父子家庭，生活保護世帯等経済的困窮度が著しく高く特別の事情がある者

については，特例が認められます。なお，修得単位が皆無若しくは極めて少ない者，留年している者（授業料の免除を受

けようとする年度において，同一学年にとどまっている者をいう。）は，病気，留学など特別な事由があると認められる

場合を除き，免除の対象とはなりません。 

 

４ 提出書類 

「提出書類」を参照してください。なお，提出した書類は返却しません。 

 

５ 免除許可・不許可の連絡 

選考結果は，保護者宛に文書で通知します。 

 

６ その他 

・申請書類等に虚偽があったときは，許可を取消す場合があります。 

・前期申請時に前期分と後期分を一括申請したときでも，選考はそれぞれ各期ごとに行うため，前

期と後期で選考結果が異なる場合があります。 

・前期は４月１日，後期は１０月１日現在の状況をもとに選考を行います。 

・授業料免除等の申請に伴う許可，不許可が決定されるまでの間は，その申請に係る授業料の徴収

は猶予されます。 
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都城工業高等専門学校授業料免除選考基準 

（趣旨） 

１ 授業料免除の選考については、都城工業高等専門学校授業料の免除及び徴収猶予並びに寄宿料の

免除に関する規則（平成１５年４月１日制定。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この

基準によるものとする。 

 

（授業料免除の家計基準） 

２ 規則第２条に規定する「経済的理由により納付が困難であり」とは、その者の属する世帯の一年

間の総所得金額が、独立行政法人国立高等専門学校機構の定める全額免除又は半額免除に係る収

入基準額（以下「収入基準額」という。）を超えないことをいう。 

 

（授業料免除の学力基準） 

３ 規則第２条に規定する「学業成績優秀と認められる者」（以下「学業成績優秀者」という。）とは

次の者をいう。 

３．１ 第１学年から第５学年 

(1) 学業成績が、クラスの在籍者数（休学者を除く。）で上位３分の２以内の者。ただし、学業成

績は、前期にあっては前年度学年末の成績、後期にあっては当該年度の前期末成績による。ま

た、当該前期末試験に未受験科目があり、全ての未受験科目の追試験が許可されている者は、

当該年度前期の選考基準による学業成績とする。 

(2) 前期における新入生の場合は、入学試験の成績が、全体又はクラスで上位３分の２以内の者

及び推薦入学の者。なお、推薦入学者は、全体及びクラス、いずれの場合においても、学力試

験合格者よりも上位の席次に位置付ける。 

(3) 第４学年前期の選考における編入学生 

３．２ 専攻科 

(1) 修得科目の評価の「優」を５点、「良」を３点及び「可」を１点として換算し、その平均点の

値である学業成績が３以上の者。なお、学業成績は、前期にあっては前年度学年末の成績、後

期にあっては当該年度の前期末成績による。また、前期の選考における新入生の場合は、出身

校における最終学年の成績で評価する。 

(2) 第１学年前期の選考における推薦入学の者 

 

（家計基準の特例） 

４ 学力基準を満たしている者で、次の各号の一に該当し、かつ、家計の支出が多額となる特別な事

情がある者は、収入基準額を超える金額が１０％の額以内であれば、特例として免除の対象とす

ることができる。 

(1) 長期療養者がいる世帯 

(2) 身体障害者がいる世帯 

(3) 原子爆弾による被爆者及び被爆者の子 

 

（学力基準の特例） 

５ 家計基準を満たしている者で、次の各号の一に該当する者は、学業成績がクラスで上位４分の３

以内であれば、特例として免除の対象とすることができる。なお、専攻科の学生においては、学

業成績が２．５点以上であれば、特例として免除の対象とする。 

(1) 母子・父子家庭 

(2) 生活保護世帯 

(3) 身体障害者 

(4) 原子爆弾による被爆者及び被爆者の子 

(5) その他特別な事情があると認められる者 

 

（選考方法） 

６ 前各項に規定する条件を満たしている者の中から、生活困窮度の高い順に選考するものとする。

ただし、規則第５条に定められた額を超えて免除を行う必要が生じた場合は、超過免除申請を行

うことができるものとする。 

 

（適用除外） 
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７ 次の各号の一に該当する者は、免除の対象から除くものとする。 

(1) １２５㏄を超える自動二輪車又は四輪車を使用していると厚生補導委員会で判断した者。た

だし、専攻科の学生は除く。 

(2) 過去１箇年以内に停学処分を受けた者 

(3) 自宅以外のアパート生活をしている者。ただし、以下の者は除く。 

1) 寮生定員の関係により入寮不許可になった者 

2) 食事制限等の体質により入寮できない者 

3) 専攻科の学生 

4) その他特別な事情があると認められる者 

(4) 同一学年を再履修している者。ただし、規則第３条第２号に該当する者は除く。 

(5) 後期の選考において、当該年度前期末試験における未受験科目の追試験許可願を提出しなか

った者又は追試験が許可されない科目のある者 

(6) その他学校生活状況等により学生指導委員会が不適当と認めた者 
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総所得金額の算出方法  

 

 総所得金額とは、申請者の属する世帯の金銭、物品などの１年間の総収入金額から(1)必要経費、 

及び(2)特別控除額を差し引いた金額です。（総所得金額＝総収入金額－(1)－(2)） 

（１）必要経費 

    必要経費の控除は、次の所得の種類別により取り扱われます。 

  ①給与所得 

    俸給、給料、賃金、歳費、年金、恩給、賞与及びこれらの性質を有する給与等（扶助料、傷病手

当金等を含む）の収入金額については、次の計算式によって得られた金額を控除する。 

・収入金額が65万円以下             収入金額と同額 

   ・収入金額が65万円を超え180万円以下      収入金額×0.4 

                          ただし、算出された控除額が65万円未満の場合は65万円 

   ・収入金額が180万円を超え360万円以下     収入金額×0.3＋18万円 

   ・収入金額が360万円を超え660万円以下     収入金額×0.2＋54万円 

   ・収入金額が660万円を超え1,000万円以下    収入金額×0.1＋120万円 

   ・収入金額が1,000万円を超え1,500万円以下   収入金額×0.05＋170万円 

   ・収入金額が1,500万円を超える場合       245万円 
（注１）給与所得者が２人以上いる場合、この計算は各人別に行う。 

（注２）同一人で２以上の収入源があって、いずれも給与所得の場合は、収入金額を合算したあと総所得金額を算定する。 

  ②商業、工業、林業、水産業所得 

    年間売上高から、必要経費として、売上品原価と営業経費とを控除する。 

    なお、売上品原価には、当該年度内の仕入れであっても、年度末に在庫として残っている分 

（たな卸資産）は含まない。 

    また、営業経費とは、雇人費、減価償却費、業務に係る公租公課等収入金額を得るための必要経費をいう。 

  ③農業所得 

    総粗収入から必要経費として、肥料、種苗、蚕種、家畜の飼料、動力機の燃料等（過去１年間の

収入を得るために実際に消費したもの）の購入費を控除する。 

    なお、総粗収入には、農作物の種類別に作付面積から総収量を算出し、これに販売価格を乗じ

て得た金額（粗収入）のほか、養蚕、牧畜、養豚等農作物以外の収入及び副業収入がある場合に

は、その収入金額を、すべて前記の収入金額（粗収入）に加算すること。 

  ④その他の職業による所得及び雑所得 

    前記の①から③までの職業以外の職業（大工、左官、外交員等）によって収入を得ている場合及

び利子、配当、家賃、間代、地代、内職収入、親戚・知人等からの援助等の収入の場合、それぞれ

の収入を得るための必要経費を要したときは、収入金額からその必要経費を控除する。 

  ⑤臨時的な所得 

    公租公課等の経費を控除する。 

    なお、臨時的な所得とは、退職金、退職一時金、保険金、資産の譲渡による所得及び山林所得を

いい、当該授業料免除実施前６月間における収入のみとする。 

（２）特別控除額（次ページに別掲） 

（３）収入基準額 

○全額免除の対象となる者は、その者の属する             ○半額免除の対象となる者は、その者の属する 

世帯の１年間の総所得金額が次に示す基準額以下で       世帯の１年間の総所得金額が次に示す基準額

あることが必要です。                              以下であることが必要です。 
 

区    分 
 

区    分 
 

世 

帯 

人 

員 

１人 ９５０，０００円 

世 

帯 

人 

員 

１人 １，７８０，０００円 

２人 １, ４９０，０００円 ２人 ２，８４０，０００円 
３人 １，７２０，０００円 ３人 ３，２８０，０００円 

４人 １，８８０，０００円 ４人 ３，５７０，０００円 

５人 ２，０２０，０００円 ５人 ３，８６０，０００円 

６人 ２，１４０，０００円 ６人 ４，０５０，０００円 

７人 ２，２２０，０００円 ７人 ４，２３０，０００円 

（備考）世帯人員が７人を超える場合は、１人増す    （備考）世帯人員が７人を超える場合は、１人増 す

ごとに７０，０００円をそれぞれ世帯人員       ごとに１４０，０００円をそれぞれ世帯人

７人の収入基準額に加算する。            員７人の収入基準額に加算する。 

※経済的に授業料の納付が困難とは、総所得金額が、世帯の人員数により、定められた(3)収入基準額以

下の場合です。（総所得金額≦収入基準額）※収入基準額、特別控除額は、新たに変更される場合があります。 
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（２）特別控除額 

 特別の事情 特 別 控 除 額  

 

 

 

 

 

 

 Ａ 

 

 世 

 

 帯 

 

 を 

 

 対 

 

 象 

 

 と 

 

 す 

 

 る 

 

 控 

 

 除 

①母子・父子世帯 490,000 円 

②就学者のいる世帯 

（児童・生徒・学生 

１人につき） 

小学校児童                300,000 円 

,000 円 中学校・中等教育学校の前期課程生徒    460,000 円 

 自宅通学 自宅外通学 

高等学校 

中等教育学校の後期課程生徒 

国・公立 350,000 円  570,000 円  

私立 570,000 円  780,000 円  

高等専門学校 

国公立(1～3 年) 350,000 円  570,000 円  

国公立(4,5 年・専攻科) 400,000 円  620,000 円  

私立(1～3 年) 570,000 円  780,000 円  

私立(4,5 年・専攻科) 660,000 円  880,000 円  

大学・短大 
国・公立 670,000 円  1,160,000 円  

私立 1,110,000 円  1,590,000 円  

専修学校 

高等課程 
国・公立 350,000 円  570,000 円  

私立 570,000 円  780,000 円  

専門課程 
国・公立 250,000 円  710,000 円  

私立 790,000 円  1,230,000 円  

③障害者のいる世帯                 990,000 円 

④長期療養者のいる世帯 療養のため経済的に特別な支出をしている年間金額。 

⑤主たる家計支持者が 

別居している世帯 

別居のため特別に支出している年間金額。ただし 770,000 円を限度とす

る。 

⑥火災、風水害、盗難等 

の被害を受けた世帯 

日常生活を営むために必要な資材あるいは生活費を得るための 

基本的な生産手段（田・畑・店舗等）に被害があって、 

将来長期にわたって支出増又は収入減になると認められる年間金額。 

⑦父母、本人及び配偶者 

以外の者で収入を得てい 

る者のいる世帯 

380,000 円 

ただし、父母、本人及び配偶者以外の者の所得が 380,000 円未満の場合

は、その所得額。 

Ｂ 

本人を 

対象と 

する控除 

      １～３年（自宅通学）      350,000 円 

１～３年（自宅外通学）     570,000 円 

４～５年・専攻科（自宅通学）  400,000 円 

４～５年・専攻科（自宅外通学） 620,000 円 

【備 考】  

① 就学者が在籍する学校において、授業料免除を受けている場合は、（２）特別控除額に定められた控

除額からその授業料免除額を差し引いた額を控除する。 

② 就学者が申請時と異なる学校種に在籍している場合は、申請時の学校種により控除額を適用する。 

③ 母子・父子世帯、就学者のいる世帯、その他特別の事情のある世帯について、（２）特別控除額のと

おり控除する。 

④ なお、該当する特別の事情が２以上ある場合には、それらの特別控除額を合算して控除することができる。 

高
等
専
門
学
校 
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Ⅱ 提出書類 
 

１ 全員が提出するもの 

区分 提出書類 発行機関等 

高等教育の修学支

援新制度による授

業料等減免申請者 

【初回申請時】 

大学等における修学の支援に関する法律による授業

料等減免の対象者の認定に関する申請書 

（Ａ様式１） 

【継続時】 

授業料減免の対象者の認定の継続に関する申請書 

（Ａ様式２） 

国立高等専門学校

機構における授業

料免除申請者 

授業料免除申請書 
※「高等教育の修学支援新制度による授業料等減免申請者」に

ついては、（Ａ様式１,２）の提出で代えることができる。 

（様式 1-1､1-2） 

家族状況等申告書 （様式２） 

市区町村発行の所得証明書 

・令和３年度（令和２年分）分 

・合計所得金額，課税標準額，市民税・県民税額，所

得控除の内訳を記載したもので，免除申請者と生計

を一とする世帯の全員分（就学者，１５歳未満，専

業主婦等含む） 
※所得がなく所得証明書が発行されない場合は，非課税証明書 

※収入がないために申告をしておらず所得証明書等に金額が記載され

ない者について，無収入申立書による申立てを行う場合は，新たに申

告し所得証明書等を再取得する必要はない。 

市区町村役場 
※通常６月以降に発行 

住民票（免除申請者と生計を一とする世帯全員分）の

写し 

 

市区町村役場 

結果通知用封筒 

・保護者への宛先、氏名及び学生氏名、学科学年を記

入すること。 

・94円切手を必ず貼付すること。 

封筒（長 3）は各自で

準備すること。 

 

 

２ 該当者が提出するもの  

区分 提出書類 発行機関等 

高等教育の修学支

援新制度による授

業料等減免申請者 

【給付型奨学金予約採用候補者】 

「採用候補者決定通知」のコピー 

日本学生支援機構 

国立高等専門学校

機構における授業

料免除申請者 

「家族状況等申告書」（様式２）により該当する書類 

各機関 
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＜提出期限等＞ 

提出先：学生課学生係 

 

高等教育の修学支援新制度 

区分 学年 申請書類 提出期限 

高等教育の修学
支援新制度対象
者 

４年以上 

【初回申請時】 

大学等における修学の支援に関する法
律による授業料等減免の対象者の認定
に関する申請書 

前期 

 

 

 

後期 

令和３年４月３０日 

１７時 

 

 

令和３年１０月５日 

１７時 
【継続時】 

授業料減免の対象者の認定の継続に関
する申請書 

 

国立高専機構における授業料免除制度（経過措置） 

区分 学年 申請書類 提出期限 

経済的な理由に
よる申請 

専攻科生 

授業料免除申請書（様式１－１） 

※「高等教育の修学支援新制度による授業料等減

免申請者」については、（Ａ様式１,２）の提出で

代えることができる。 

前期 

 

 

 

 

 

 

後期 

（申請書） 

令和３年４月３０日 

１７時 

（その他） 

令和３年６月１１日 

１７時 

 

（申請書） 

令和３年１０月５日 

１７時 

（その他） 

令和３年１０月５日 

１７時 

家族状況等申告書・家庭調書 

各種証明書類（所得証明書等） 

 

国立高専機構における授業料免除制度 

区分 学年 申請書類 提出期限 

（１）災害等に
よる申請 

１年以上 

授業料免除申請書（様式１－１） 
前期 

 

 

 

 

 

 

後期 

（申請書） 

令和３年４月３０日 

１７時 

（その他） 

令和３年６月１１日 

１７時 

 

（申請書） 

令和３年１０月５日 

１７時 

（その他） 

令和３年１０月５日 

１７時 

家族状況等申告書・家庭調書 

各種証明書類（所得証明書等） 

（２）その他特
別な事由による
申請 

１年以上 
※一部学年

指定 

授業料免除申請書（様式１－２） 

家族状況等申告書・家庭調書 

各種証明書類（所得証明書等） 

 

（注） 

１．申請書類に不備・不足等がある場合は受付できません。 

２．提出期限までに申請書類が提出されなかった場合は，申請がなかったものとみなします。 

３．提出期限後の提出については受付できません。 

４．ご不明な点等ありましたら，学生課（TEL：0986-47-1135／1137）までお問い合わせください。 
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Ⅲ 提出書類様式 
 

 

 

（様式１－１）授業料免除申請書 

（様式１－２）授業料免除申請書（特別措置） 

（様式１－３）授業料免除申請書（給付奨学生） 

（様式２）家族状況等申告書 

（様式３）給与支給（見込）証明書 

（様式４）退職及び退職金支給証明書 

（様式５）無収入申立書 

（様式６）母子・父子世帯等申立書 

（様式７）在学及び就学状況等証明書 

（様式８）長期療養者に係る支出（見込）額等申立書 

（様式９）主たる学資負担者（家計支持者）別居に係る支出（見込）額等申立書 

※Ａ様式については別ファイル参照。 
 


